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Ⅰ ガイドラインとは  
 

 

１ ガイドラインとは何か 
本ガイドラインは、市が補助金を交付する場合の基本的なルールを定めた 

ものです。既存の補助金については、ガイドラインに従って見直しを行い、  

新たな補助制度を創設する場合は、このガイドラインに沿った補助制度にす 

ることとします。  

 

Ⅱ 補助金とは 
 

 

１ 補助金とは何か 
 

(1)  定義  

補助金とは、特定の事業、研究等を育成するために市が、公益上必要があ 

ると認めた場合に支出するものをいいます。  

地方自治法第232条の2において「地方公共団体は、その公益上必要がある 

場合において、寄付又は補助することができる。」とされています。  

 

(2)  補助金支出の要件  

ア  憲法上の規制  

憲法第89条において、宗教上の組織若しくは団体、公の支配に属しない 

慈善・教育若しくは博愛の事業に対しては支出できないものとされていま

す。  

イ  法令上の根拠  

地方財政法第3条第1項及び地方自治法第232条の4第2項において、補助金 

を支出するための法令上の根拠が規定されています。  

 

 【参考】 

市の歳出予算における１９節、負担金、補助及び交付金は、次のとおり整理

されています。 

  ○負担金 …… 法令又は契約等に基づいて国又は地方公共団体に対して負担 

しなければならないもの 

○補助金 …… 特定の事業、活動を助長・奨励するために、①法令の規定に

基づき交付するもの②公益上の必要性を認めた場合に、反対

給付なくして支出するもの 

○交付金 …… 本来、市が行うべき事務を、法令、条例等により、団体や組

合等に委託する場合において、当該事務処理の報償として支

出するもの 
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Ⅲ 補助金の現状と課題 

 

 

１  補助金の現状  
 

（１）補助の総額 

市が交付する補助金は、平成２３年度一般会計当初予算において８１事業、

５億７，７６２万９千円を予算計上しており、総額２５３億７，４００万円

の約２．３％を占めています。 

 

（２）補助調査の実施 

事務事業の大部分は、合併協議においてその方針を定めましたが、事務事

業の急激な変化は市民生活に影響が大きいことから、従前の補助制度を継承

し、執行しているものが多くあります。 

 

（３）補助制度の性質 

補助金の内容が多種多様であるため、便宜上、これらの補助金を性質別に

９つに分類することとします。その区分及び内容は次のとおりです。 

①施策推進事業補助金（事業費補助） 

  市が公益上必要と認める特定の事業や活動を支援・奨励するために、そ

の事業費及び活動経費の一部または全部を補助するもの。 

②施策推進事業補助金（団体運営補助） 

  市が公益上その活動が必要であると認めた団体に対して、その運営を支

援するために、運営費の一部または全部を補助するもの。 

③施策推進事業補助金（混合補助） 

  ①事業費補助と②団体運営補助の両方の性質を有するもの。 

④負担金的補助金  

  市が実施すべき性質の強い事業を団体等が行っている場合について、そ

の事業費及び活動経費の一部または全部を補助するもの。 

⑤扶助的補助金  

  法令等に基づき国・県の給付事業の上乗せ支給または市単独の給付事業 

的なもの。 

⑥法令等義務的補助金  

  法令等に基づき市に交付義務があるもの。 

⑦公共的団体補助金  

  市が特別に認めた団体（社会福祉協議会、シルバー人材センター、商工

会）の事業費及び活動経費の一部または全部を補助するもの。 

⑧建設事業費等補助金  

  公益性が高く、市が公益上必要と認める建設事業費（例：土地改良事業

等）及びその活動経費について、一部または全部を補助するもの。 

⑨利子補給等補助金  

   農業、商工業者の経営発展、経営基盤強化を支援するため、借入金の利

子、信用保証料等の一部を補助するもの。 
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２  補助金の課題  
補助金は、行政目的を効果的かつ効率的に達成する間接的手段として、こ

れまで重要な役割を果たし、行政の補完という意味からも一定の成果をあげ

てきたと考えられます。   

しかし、全庁的な調査の結果、次のような課題があることがわかりました。 

 

 

（１）団体等の自主性・自立性の阻害  

補助金により、団体等の運営全般を支援することが、団体等の自主性・

自立性の阻害につながっている懸念がある。 

 

（２）補助の長期化  

終期設定がされていないため、一度、補助制度が設置されると長期にわ

たり交付が続いている。また、補助が長年続くことで、補助の目的・達

成基準が不明確になっている。 

 

（３）補助制度の周知不足 

個別の交付要綱がないことや広報等での補助金制度に関する周知がされ

ていない等、必ずしも充分な情報が補助対象者等に提供できていないも

のがある。 

 

（４）補助制度の透明性の確保 

「補助対象者等選定→補助→効果」に関する充分な情報が市民・団体等に

提供されておらず、透明性に欠ける補助制度がある。 

 

（５）少額補助の公益性等の確保 

少額補助について、公益性、費用対効果、中長期的な政策目標との整合

性、他の代替的方法に比べての優位性等を検討する必要がある。 

 

（６）補助対象経費、算定基準が不明確 

補助対象経費、算定基準について、要綱等に明記されていない補助金が 

一部ある。 

 

（７）補助率の適正化 

全額補助またはそれに近い補助額・率となっており、補助金への依存度

が高い補助制度（団体等）がある。一方で、補助対象事業費または団体

の予算に占める補助金の割合が低い、補助制度もあり、統一的なルール

が必要である。 

 

（８）多額の繰越金の発生 

補助額を超えるほどの繰越金が発生している補助事業（団体等）がある。 
 

3 



 

Ⅳ 補助金の交付基準 

 

 

１ 交付基準 
補助金等の課題解決のため、補助金の統一的な交付基準により、すべての 

補助金について、補助の必要性、費用対効果、中長期的な政策目標との整合

性、他の代替的方法に比べての優位性、経費負担のあり方等について検証し、

補助の方向性（継続、整理・統合、減額、廃止等）と具体的な見直し策を検

討します。 

 

交付基準① 事業費補助を原則とします 

補助金については、団体等の自主性・自立性の観点から、事業計画書が

提出され、事業目的の達成に向けて行政が資金的な支援をしていくことが

必要であると判断した場合、その事業費を対象に交付するべきものです。 

原則として、団体運営に係る補助金は、対象となる経費の範囲を定めた

うえで、終期を定め段階的に減額していくとともに、事業費補助への移行

を進めていくものとします。 

 

 

【詳細基準１－１】団体運営補助に係る補助のあり方 

○施策推進事業補助金のうち、②団体運営補助及び③混合補助については、

原則、事業費補助への移行あるいは終期を定め段階的に減額・廃止する。 

                  [※Ｐ２(3)「補助制度の性質」参照] 

 

【詳細基準１－２】補助事業のあり方 

○総合計画、ロードマップ等の政策、施策、事務事業の目的達成に貢献す

る事業について補助できるものとする。 

○地域での住民自治、社会福祉・教育の推進など、高い必要性を認めるも

ので、特定の個人・団体等の利益に供するものでないものに補助できる

ものとする。 

    ○補助金の交付による市民の福祉の向上や利益の増進について、客観的な

効果が認められる事業について補助できるものとする。  

○市民と行政との役割分担・協働の観点から、市が補助すべき公益性の高

い事業・活動について補助できるものとする。  

○事業の目的、内容等が社会情勢に適合し、かつ市民ニーズに合致したも

のについて補助できるものとする。  

○具体的な達成目標や期限が明確にされている事業について補助できるも

のとする。 

 

 

 

 

4 



 

 

交付基準② 終期設定を積極的に行います 

補助金の実効性を高め、さらに既得権益化を防ぐためにも、原則、終期

設定をするようにし、終期を迎えた補助金については、改めて事業効果や

必要性等の観点から見直しを行います。 

 

【詳細基準２】終期の設定 

○市の単独補助金については、原則として通算３年以内で交付を終了する。 

○終期を迎えた補助金については、改めて事業効果や必要性等の観点から

見直しを行い、改めて補助が必要か検討する。 

○国・県の制度による補助については、国・県の補助制度終了をもって補    

 助を終了することを原則とする。 

○目的が達成された事業、自立が可能と認められる団体、または補助目的

の達成が困難と認められる事業・団体等の補助については、廃止をする。 

 

 

 

交付基準③ すべての補助金について交付要綱を制定します 
補助金等を交付する場合は、必ず個別の交付要綱を制定します。また、

すでに制定されている場合においても、補助目的・効果を検証し、必要な

見直しを行います。 

 

【詳細基準３】補助金交付要綱の制定  

○補助金等を交付する場合、「あま市補助金等交付規則」に従ったうえで、

必ずそれぞれの補助金交付要綱を制定する。  

 

 

 

交付基準④ 補助金制度、補助効果等に関する情報を積極的に

公表します 

補助金の公平性や透明性を高めるうえで、また、市民協働のまちづくり

を推進するためにも、補助制度の周知を図るとともに、対象者等の選定・

補助金の使途・補助効果等の情報について積極的に公表します。 

 

【詳細基準４】情報公開の徹底 

○補助金の制度（目的、内容）や効果等に関する情報については、広報・

ホームページ等を通じて、積極的に公開する。 

  ○補助を受ける団体等の名称や主な活動内容等の情報も積極的に公開する。 

 

 

 

 

5 



 

 

交付基準⑤ 少額の補助・補助率の低い補助は見直します 

すべての補助金について、公益性、費用対効果、中長期的な政策目標と 

の整合性、他の代替的方法に比べての優位性等を評価することとしますが、

特に、少額の補助については「公益性」や「費用対効果」、補助率の低い

補助については、「自主財源での運営」等について評価・検討を重ねた上

で、その必要性が低くなっているものについては見直す方向で検討します。 

 

【詳細基準５－１】少額の補助の見直し 

○少額の補助（おおむね10万円以下）については、「自主財源での運営」

等について検討を重ねた上で、その必要性が低くなっているものについ

て、廃止する。 

 

【詳細基準５－２】補助率の低い補助の見直し 

○団体の予算規模又は対象事業費に占める補助金等の割合が１／５以下で

ある財政力の高い団体等への補助金は、自主自立が可能であるため、期

限を定めて廃止する。  
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交付基準⑥ 補助対象経費、算定基準を明文化します 

補助金等の公平性や透明性を高めるため、補助要綱等に補助目的・対象経

費・補助率・補助限度額等を明記（明文化）することとします。 

 

 

【詳細基準６－１】補助対象経費、算定基準の明文化  

 ○補助金交付要綱を制定する場合は、必ず次に掲げる規定を設けるもの 

とする。  

(ｱ)目的・趣旨 

補助金の必要性、目的、効果などを明確に規定すること。  

(ｲ)補助対象 

補助対象となる事業内容等について明確に規定すること。  

(ｳ)対象経費 

補助の対象となる経費について明確に規定すること。  

(ｴ)補助率等  

補助金等を定率で交付している場合はその率を、定額で交付している場 

合は算定根拠・金額を規定すること。 

また、原則、補助限度額も規定すること。 

 (ｵ)交付期間 

開始から終了までの期間や年度を規定すること。（原則３年） 

 

【詳細基準６－２】補助対象外経費の明確化  

○次に掲げる経費は、補助対象外経費とし、補助算定の基礎から除外する。  

(ｱ)人件費 

 事業に係る人件費や団体を運営させるための人件費。 

ただし、市長が認めた公共的団体（商工会・社会福祉協議会・シルバー

人材センター）は除く。  

(ｲ)交際費 

団体等を代表し、団体の利益のために外部団体等との交渉に要する経費。  

(ｳ)慶弔費  

(ｴ)飲食費 

 団体構成員及び事業参加者等への飲食費や懇親会の経費。ただし、外部

講師等へのお茶代は除く。  

(ｵ)その他 

     上記以外で社会通念上、公金で賄うことがふさわしくない経費。 

    （視察旅行費など） 
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交付基準⑦ 補助率の適正化を図ります 

補助金の性質により補助率の上限を定め、支出の抑制を図るとともに、

補助金間の公平を確保します。 

 

【詳細基準７－１】補助率の適性化  

○行政として補助すべき対象・範囲・内容とその程度を補助率、補助単価

等の数値基準で明確にし、補助額を決定する。 

○国・県の補助を伴う事業に係る補助については、合理的な理由（市が補

助することが、国・県の補助要件となっている場合など）がない限り、

上乗せ補助は行わないこととする。 

 

【詳細基準７－２】施策推進事業補助金等の補助率  

○施策推進事業補助金の補助については、原則、対象事業費の１／２以内

とする。 

○その他の補助金については、内容に応じて補助率を決定する。  

                   [※Ｐ２(3)「補助制度の性質」参照] 

【詳細基準７－３】自主財源の確保  

○補助を受ける団体等が会費の徴収を含めた自主財源の確保に努めている

か確認を行う。 

 

交付基準⑧ 実績報告等の確認・審査等を行う体制を確立しま

す 

補助金の事業内容（事業計画・実績報告等）、事業経費の会計処理、補助

効果等、関係書類の審査・確認を十分に行う体制を確立します。 

また、繰越金が多額に発生している補助事業（団体）については、補助を

することの合理性や団体等の適格性について、改めて検討します。 

 

【詳細基準８－１】補助事業内容の見直し 

○事業内容の公益性が高く、市民のニーズに合っているか、さらに使途が 

適切であるかなど、その内容を見直すことにより、交付する事業の適正

な執行や補助金の有効な活用を図る。 

 

【詳細基準８－２】補助効果の検証 

○補助の効果を客観的に評価し、さらに補助の効果があるものについても、

類似目的を持つ補助金等の整理統合など、補助内容を見直すことで、さ

らに効果を上げることができないかを検討する。 

 

【詳細基準８－３】会計処理の確認、繰越金の解消 

○団体等の会計処理及び使途が適切であるか十分に確認する。 

また、決算繰越金が補助額以上である団体への補助金は、決算繰越金額

の範囲内で、補助額を削減する。 
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２ 見直しを行う範囲 
見直しを行う補助金等とは、地方自治法第２３２条の２の規定に基づいて 

公益上必要がある場合に市が交付する補助金、交付金とします。 

ただし、当該年度限りであるもの、国県等の補助に伴い義務的に交付して 

いるものなど、見直しを行わない合理的な理由があるものを除きます。 

 

補助性質 見直しの方向性 

① 施策推進事業補助金（事業費補助） 

② 施策推進事業補助金（団体運営補助） 

③ 施策推進事業補助金（混合補助） 

見直しの視点、交付基準により

交付・見直しを行う。 

④ 負担金的補助金 

⑤ 扶助的補助金 

⑥ 法令等義務的補助金 

⑦ 公共的団体補助金 

⑧ 建設的事業費補助金 

⑨ 利子補給等補助金 

見直しの視点、交付基準により

交付・見直しを行う。ただし、

交付基準により見直しを行わな

い合理的な理由があるものは除

く。 
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Ⅴ 補助金の見直し基準 
 

「補助金交付基準」を受けて、あま市の補助金制度をあるべき姿としていく

ため、次の基準と方針に基づいた補助金制度の運用を図るものとします。  

 

 

 補助金チェック表【別表１】  
地方自治法において地方公共団体は、公益上必要がある場合において補 

助することができることとなっています。  

公益上必要があるかどうかの判断は、十分かつ客観的に妥当性があるも 

のでなければなりません。 

この視点に基づき、多種多様な補助金について透明性、公平性を確保し補

助金を交付するためのチェック表を設けることとします。 

なお、予算の単年度主義の原則に基づき、補助金についても年度単位で予

算化する必要があるため、毎年度このチェック表に基づき確認を行います。  
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【別表１】補助金チェック表 
 

  項 目  説 明  

(1)事業の公益性  

 

 

①総合計画、ロードマップ等の施策や事務事

業の目的達成に貢献するものであるか 

（⇒Ｐ４【詳細基準１－２】） 

②地域での住民自治、社会福祉・教育の推進

について高い必要性を認めるもので、特定の

者のみ利益に供することのないものであるか 

（⇒Ｐ４【詳細基準１－２】） 

 

(2)事業の有効性  

（有効性・効率性・適宜性）

 

①補助金の交付による市民の福祉の向上や利

益の増進について、客観的な効果が認められ

るか （⇒Ｐ４【詳細基準１－２】） 

②市民と行政との役割分担・協働の観点から、

市が補助すべき事業・活動であるか  

（⇒Ｐ４【詳細基準１－２】） 

③事業の目的、内容等が社会情勢に適合し、

かつ市民ニーズに合致したものであるか  

（⇒Ｐ４【詳細基準１－２】） 

（⇒Ｐ８【詳細基準８－１】） 

④具体的な達成目標や期限が明確にされてい

るか（⇒Ｐ４【詳細基準１－２】） 

 

公

益

性 

・ 

有

効

性

等  

(3)団体等の適格性   

①補助を受ける団体等が公共的性格を有し、

事業活動の内容が団体等の目的と合致してい

るか（⇒Ｐ５【詳細基準４】） 

②補助を受ける団体等が事業成果の把握や会

費の徴収を含めた自主財源の確保に努めてい

るか（⇒Ｐ８【詳細基準７－３、８－２】）

③団体等の会計処理及び使途が適切であるか

（⇒Ｐ８【詳細基準８－３】） 

 

補

助

対

象

経

費  

(1)事業費対象  

①現行の団体運営経費のうち、人件費、交際

費、慶弔費、飲食費、懇親会費等は対象とし

ていないか （⇒Ｐ７【詳細基準６－２】） 

 

②補助事業と直接関係のない視察旅行等の経

費、その他社会通念上、公金を支出すること

がふさわしくない経費は対象となっていない

か（⇒Ｐ７【詳細基準６－２】） 
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(2)補助率・補助単価の明確

化 

 

①補助対象の範囲及び内容に対する補助の程

度を補助率、補助単価等の数値基準を明確に

し、補助金の交付額を決定しているか 

（⇒Ｐ８【詳細基準７－１】） 

②補助率については、交付目的及び対象など

を検証の上、定められているか。 

（原則として対象経費の１／２以内とするこ

と）（⇒Ｐ８【詳細基準７－２】） 

③国や県の補助を伴う事業に係る市の補助に

ついては、上乗せ補助が行われていないか。

（合理的理由がない限り、上乗せ補助は行わ

ないこと）（⇒Ｐ８【詳細基準７－１】） 

 

期

間  

(1)終期の設定  

①補助制度について、終期は設定されている

か（市単独補助金は、原則として通算３年以

内で交付を終了すること） 

（⇒Ｐ５【詳細基準２】） 

②国や県の制度によるものについて、適宜、

見直しが行われているか 

（原則、国や県の補助終了を持って終了する

こと）（⇒Ｐ５【詳細基準２】） 

③目的が達成された事業や自立が認められる

団体、または事業目的が達成できないと認め

られる事業・団体への補助について、補助を

続けていないか（検討のうえ、廃止すること）

（⇒Ｐ５【詳細基準２】） 

  

(1)交付要綱の制定  

①補助金等を交付する場合、「あま市補助金

等交付規則」に定めがないものについて、個

別の補助金交付要綱で定められているか 

（⇒Ｐ５【詳細基準３】） 

②補助金交付要綱を制定する場合は、次に掲

げる規定が設けられているか  

(ｱ)目的・趣旨 (ｲ)補助対象 (ｳ)対象経費  

(ｴ)補助率等  (ｵ)交付期間 

（⇒Ｐ７【詳細基準６－１】） 

 

情

報

公

開

等 

(2)情報の積極的な公開  

①補助金の制度（目的、内容）や効果等に関

する情報については、広報・ホームページ等

を通じて、積極的に公開しているか 

（⇒Ｐ６【詳細基準４】） 
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